
３ 地理調査

３．１ 防災地理調査

３．１．１ 土地条件調査

地形分類が土地に関連ある災害対策の上で極めて有力

な情報を提供することは，かなり前から分っていたが，

その実例を最も強調したのは，中野尊正，小笠原義勝ら

によって行われた1947（昭和22）年９月に発生したカス

リーン台風による洪水の調査の結果であった。この時期

に，広域を瞬時に把握できる空中写真を使用し地形分類

を行い，防災対策に対する応用地形学の分野が開拓され

た。1948（昭和23）年に発生した福井地震の被災地域の

調査においても空中写真の使用が活発化し，小笠原義勝

によって空中写真の判読手法を用いた地形分類が行われ，

地形と地震災害との関係を明らかにしていた。

国土地理院で行われている土地条件調査は，1959（昭

和34）年９月に中京地域を襲った伊勢湾台風による高潮

洪水の貴重体験から生まれたものである。この地域の被

害状況を調査してまとめた「洪水現況図」と，大矢雅彦

が1956（昭和31）年に完成させた「木曽川流域濃尾平野

水害地形分類図」と比較したところ，極めて密接な対応

関係が認められた。

このことを契機として，1960（昭和35）年度から東京

周辺地域について水害予防対策土地条件調査が始められ

「洪水地形分類図」と「地盤高および水防要図」が２万

５千分の１の縮尺で作成された。調査を進めていくうち

に，防災問題はつまるところ地域の開発問題と不可分で

あることを改めて認識させられる事例にしばしば遭遇す

るようになった。災害防止対策が地域の開発速度に追い

つかないことにより，また時としては自然法則の均衡を

破る不適切な土地利用によって，知らないうちに災害発

生の誘因をみずからつくりだしている場合さえ認められ

る。このようなことから，土地条件の問題が単に防災対

策の場合だけでなく，開発上の適地の選定，災害予防の

意味における適切な土地開発などのための調査の必要性

が認識され，1953（昭和38）年度から調査を「土地条件

調査」と改め，その結果作成される地図を「土地条件図」

とし，防災対策や土地保全・土地利用計画・開発計画等

の諸計画に必要な土地に関する自然条件等の基礎資料の

提供を目的として調査が行われている。

（１）水害予防対策土地条件調査

この調査では，伊勢湾台風災害の教訓を踏まえ，水害

常習地域における既往水害の要因を検討し，土地の性状

や生い立ち，土地の利用状況及びその歴史的変化などの

土地条件を広く調査することとした。この作業により，

洪水発生の原因となる気象条件，河川・湖・海など洪水

発生の主たる水文や地形などの条件に対応する水害危険

地域を予想設定して，恒久的水防対策に関する基礎資料

とするほか，水害発生時における緊急措置のための資料

を作成した。

この調査は，1960（昭和35）年度から主要水害常習地

域について本格的に調査が実施された。調査地域は東京

湾沿岸，中川・荒川流域，利根川下流部などのいわゆる

関東低地について着手し，1962（昭和37）年度の調査ま

で水害予防対策土地条件調査の名称が使われ，翌年度か

らは土地条件調査に改めて実施された。同時にその目的

も水害予防対策に限定せず，広く土地保全，土地開発，

土地利用の高度化に役立つ資料として調査することにな

った。

調査の内容は，主要水害常習地域における既往水害の

要因の検討，土地の性状や生い立ち，土地の利用状況及

び歴史的変化などの土地条件を調査し，水害危険地域を

予想設定して恒久的水防対策に関する基礎資料とするほ

か，水害発生時における緊急措置上の資料とすることを

前提に，①洪水地形分類図，②地盤高図及び水防要図，

③報告書として調査結果がまとめられた。

この調査では，地形分類図と地盤高図を柱として，防

災の基礎条件である土地の性状を把握・表現し，さらに

その土地の上に救護などの諸活動の拠点となる施設を表

示して，水防活動用の基礎資料として活用できるように

なっている。

（２）２万５千分の１土地条件調査（土地条件情報整備）

２万５千分の１土地条件調査は，防災対策や土地利用

計画・開発計画等に必要な土地に関する自然条件等の基

礎資料を提供する目的で，1963（昭和38）年度から始め

られたものである。この土地条件調査は，1960（昭和35）

年から始められた２万５千分の１水害予防対策土地条件

調査の事項名を1963（昭和38）年度から土地条件調査と

改め，大阪湾沿岸低地域から調査が開始された。

調査は，水害予防対策土地条件調査を継承し，前年度

まで調査した関東地域における調査の経験から種々の問

題点が挙げられ，調査地域を大阪地域に移した。

また，調査事項名を土地条件調査と改めるとともに，

地図の内容も新凡例として，山地・丘陵地の斜面分類を

加えて土地条件図に改められた。

土地条件図の内容は，①地表を構成する地形条件を示

す地形分類，②土地（特に沖積地）の微細な高低を示す

地盤高，③防災や開発に関連する各種の主要な防災施設

や行政機関の配置状況からなっている。

図の色の表現は，水害予防対策土地条件調査の洪水地

形分類図６色刷及び地盤高及び水防要図５色刷の２種類

（ともに四六判）から，土地条件図に改名した1963（昭

和 38）年度は四六判の規格 1 枚に 12 色刷で印刷されて

いる。

1980（昭和55）年３月には，土地条件図図式の全面的

な見直し，検討を行い，地震災害との関連で，沖積層基

底等深線及び火山地形・変形地（地すべり地）を加える

とともに，1983（昭和58）年には，土地条件図の裏面に

報告書の記載事項の一部，調査地域の概要，土地条件図
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の表示事項の解説・利用方法等を掲載することになり，

「近江八幡」図葉での試作を経て，現在では刊行図にも

採用されている。

さらに，1995（平成７）年１月の兵庫県南部地震を契

機に，地盤の性状や改変前の土地の形態も着目され，図

の内容も活断層の位置や，旧地形の区分がわかるように

した。

2002（平成14）年度からは，事業名を火山土地条件調

査と統合し，ハザードマップ基礎情報整備の一環として

推進し，土地条件調査も防災地形情報としてこれまでの

地形分類を基本に，レーザスキャナによる精密等高線を

検討し，数値データも合わせ提供していく。

（３）１万分の１土地条件調査

近年の都市開発と都市災害との問題の解決を目的とし

て，さらに地域の特徴を活かした内容の大縮尺の土地条

件図の必要性が高まり，1968（昭和43）年度の北九州地

域から１万分の１土地条件調査を行い，土地条件図が作

成されるに至った。

本図は，主に都市域であり，しかも既往災害のあった

地域を選び調査を行い，地域性を生かした図式表現でま

とめられている。特に，この調査で作成する土地条件図

は，毎年１地域１面と報告書を作成しているが，その内

容の図式表現もその地域性を生かすために，分類や色表

現等が試験・研究的な内容で決められている。1975（昭

和 50）年度の札幌地区から 1978 年度の小田原地区及び

1981 年度の丹那地区については， １万５千分の１で作

成し，1979 年度の小豆島及び 1983 年度の山形地区では

２万５千分の1で作成されている。

調査は，２万５千分の１土地条件調査の方法と基本的

には変わらず，現地調査においては既往災害についての

聞き取りや痕跡調査は重要な役割である。

土地条件図の内容は，①土地災害との対応関係を考慮

した詳しい地形分類，②1m毎の地盤高線による低地帯の

詳細な起伏の表示，③防災・開発関係の諸機関及び諸施

設・幹線道路，主要建築物の配置状況などの3つの要素

からなり，これを多色刷で示している。

（４）地震防災土地条件調査

  1995（平成７）年１月の兵庫県南部地震（M7.2）によ

る震災に鑑み，地震による被害の状況と地形との間にど

のような関係があるのか検討することとなった。1996年

度は，神戸市とその周辺の６地区（芦屋・西宮・三宮・

六甲アイランド・長田・宝塚）をテストフィ－ルドとし

て，これらの関係を解析するとともに，その結果を１万

分の１の縮尺の地形分類図に反映させ，地震災害の特徴

や程度の予測を行う際の基礎資料として利用できる，新

たな土地条件図式を試作した。

（５）ハザードマップ基礎情報整備に関する検討

2001（平成13）年４月，中央防災会議は，大規模地震

対策特別措置法第３条に基づく東海地震防災対策強化地

域を見直し，拡大指定することを決定し，紀伊半島を含

む東海地域の地震防災対策が強化されることとなった。

同年６月，水防法が一部改正され，国または都道府県

は，洪水予報河川が計画降雨により氾濫した場合に浸水

が想定される区域（浸水想定区域）をシミュレートして

公表し，市町村はそれに基づく洪水ハザードマップを作

成し市民に周知することが要請されることとなった（法

第10条の４）。

さらに，2002年７月，東南海・南海地震に係る地震防

災対策の推進に関する特別措置法が公布され，西南日本

の太平洋（フィリピン海）沿岸地域における地震防災，

特に津波対策が強化されることとなった。

1995年兵庫県南部地震による阪神・淡路大震災や2000

年東海豪雨災害などの大規模災害の多発を背景に，政府

による上記のような施策が展開されることを受け，国土

地理院は，主に風水・斜面災害を想定した土地条件調査，

火山災害を想定した火山基本図作成／火山土地条件調査

を「ハザードマップ基礎情報整備」として統合するとと

もに，精密地形（標高）データの取得に航空レーザスキ

ャナ技術を導入し，ハザードマップ作成の際に GIS（地

理情報システム）上で利用できる数値地図として提供し

ていくこととなった。

３．１．２ 沿岸海域基礎調査

国土地理院の沿岸域を対象とした地理的調査は，1950

～1951（昭和25～26）年度にＧＨＱ（連合国軍総司令部）

の指令に基いて実施された「全国海岸調査」が最初であ

った。この調査は，沿岸部の平野の地形，表層物質，土

地利用，土地の乾湿の状況などを明らかにするものであ

った。

再び沿岸域を対象とした調査が始まったのは，1972（昭

和47）年度である。当時は海洋開発ブームであり，建設

省も 1970 年に建設技術開発会議に海洋開発部会を設置

し，海洋開発の推進方策を検討していた。国土地理院で

は1971年度から潜水調査船「しんかい」を利用した測量

用海中カメラの開発を行うと同時に，沿岸域の利用や保

全に役立つ調査について検討した。この調査は翌年度よ

り「沿岸海域基礎調査」として事業化され，成果として

２万５千分の1の「沿岸海域地形図」及び「沿岸海域土

地条件図」が刊行されるようになった。この調査は総理

大臣の諮問機関である海洋開発審議会の第二次答申（昭

和55年）でも促進すべきものとして位置付けられた。

（１）沿岸海域基礎調査

建設省において海洋開発が本格化したのは，1970（昭

和45）年９月大臣の諮問機関として設けられた建設技術

開発会議の海洋開発部会において，海洋開発に関する主

要施策が検討された時期で，1973 年６月，「建設省にお
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ける海洋開発に関する当面の推進方策」と題する報告が

とりまとめられてからである。

国土地理院では，この推進方策の一環として，1972年

度から沿岸海域の管理，利用開発計画，環境保全対策等

の基礎資料を整備するため，陸海域を一体とした沿岸海

域基本図の作成を骨子とする「沿岸海域基礎調査」を実

施している。

調査は，空中写真の判読及び現地調査等から土地の性

状を明らかにする陸域土地条件調査と，船位測定のため

の基準点測量などの陸域調査と，調査船を走行させて実

施する音響測深機による深浅測量，音波探査機（スパー

カー，ソノストレータなど）によって海底の地層を調べ

る音波探査，採泥器による底質調査，セッキー円盤を用

いた透明度調査などからなり，これを解析，編集して縮

尺２万５千分の１の地形図と土地条件図にまとめて一般

に刊行している。

沿岸海域地形図は，陸域を既成の２万５千分の１地形

図を用い，海底の地形（１ｍ毎の等深線）や底質等の自

然条件，港湾施設や水産施設など各種施設，港湾，漁業

権，公園等の各種の指定界などを骨子として表示した地

図（３色刷）である。沿岸海域土地条件図は，海底の基

盤層の状況（等深線，年代区分，表面物質），沖積層の状

況（礫・砂・粘土などの構成物質・構成密度，沖積層の

厚さ），成因や地形区分による海底地形分類などのほか，

水深や底質も併せて表示した地図（12色刷，1991年度か

ら８色刷）である。これらの2種類の地図は，いずれも

陸域と海域の関連が明確になるように基準面は東京湾中

等潮位（T.P.）に統一してある。なお，1991年度に図式

の改訂を行い，表示項目の整理・削減，色数の削減，陸

域地形分類の簡略化・海底地形分類の系統化などを行っ

た。

沿岸海域基礎調査を実施する一方で，第四次基本測量

長期計画で，全国の主要な海湾及び内海を対象とした小

縮尺の沿岸海域広域図の整備が，基本測量事業の目標の

一つとして取り上げられ，沿岸海域基本図及び各種の収

集資料をもとに，陸海にまたがる土地の自然条件，利用

現況，諸権益・法規制等の情報を表示した 10 万分の 1

の編集図を作成することとなった。

（２）沿岸海域開発に伴う海洋環境変化に関する総合研究

－地形変化の類型化に関する研究－

本研究は，全国の主要な砂浜海岸に起こっている地形

変化－汀線変化－の実態を把握し，それらの変化を生じ

させている要因について検討を行うことを目的としたも

ので，1975（昭和 50）年度から 1977 年度にかけて，科

学技術庁特別研究促進調整費により実施された。

本研究では，まず全国の汀線変化量の実態把握が行わ

れた。比較的連続性のある砂浜海岸が卓越する20の沿岸

を選び，新旧の５万分の１地形図（375 面）の正確な比

較によって汀線変化量を把握した。

次に，汀線変化データより，河口周辺と構造物周辺の

地形変化について，それぞれ５，６タイプに類型化した。

また，河川や人工構造物の影響範囲を推定した。

さらに，海岸線方向，砂浜幅，海岸線長，汀線の平面

型，海底勾配，相対的位置，地質，底質粒径，沿岸流向，

河川や人工構造物の影響，波のエネルギー等を汀線変化

を決定する要因とみなして，これらの要因と汀線変化量

との関係をいくつかの沿岸で多変量解析（判読解析，数

量化Ｉ類，重回帰）で求めた。また，詳しい海底地形変

化データが得られた箇所について，海底地形変化と汀線

変化の関係を検討した。

（３）海・湖底面音響映像の効果的利用に関する研究

この研究は国土地理院が実施する海洋・湖沼の調査に

サイドスキャンソナーによって得られる面的音響映像を

利用する方法を開発しようとするもので，1974（昭和59）

年度から1976年度の３ヵ年にわたって行われた。

サイドスキャンソナーは調査船に曳航されて水中を移

動する送受波器より左右方向に扇状に広がる超音波を発

信し，その超音波が海底・湖底で反射してくるのを同じ

送受波器で受信する装置である。１回の発信で送受波器

の進行方向に直角な１本の線上の反射強度のデータが得

られる。送受波器を移動させながら発信をくり返せば超

音波に対する反射強度の面的な分布がとらえられる。デ

ジタル式のサイドスキャンソナーでは送受波器の進行方

向とそれに直行する方向の歪を補正することができ，隣

合う測線をモザイクすることにより海底・湖底の音響映

像図ができる。

３．１．３ 道路災害対策調査

（１）国土開発幹線自動車道地質調査

（国土開発縦貫自動車道地形・地質調査）

本調査の目的は，国土開発幹線自動車道建設のためそ

の計画線及び比較線について，路線の選定，施行，施行

後の保全等に関する地形，地質の調査を行い土木地質上

の特徴及び問題点を明らかにしようというものである。

調査は，1962（昭和37）年度より，建設省道路事業費

により，国土開発縦貫自動車道地形・地質調査の名称で，

中国，九州地方において，土木研究所と国土地理院によ

り調査が始められた。次年度からは，国土地理院単独の

調査となり，1965年度まで調査を実施した。

1971（昭和46）年度から国土開発幹線自動車道地質調

査が開始され，1987（昭和62）年度までに東海北陸自動

車道，四国縦貫自動車道などにおいて18件実施された。

調査が開始された1962年当時は，全地域について実地

踏査による地形，地質調査が一般的であった。この調査

を行うには，長い期間と多数の調査員が必要であるため，

作業効率化を目的として空中写真による地質判読の技術

の導入が図られた。

近年の地質調査の方法は，空中写真の判読を徹底的に
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行い，現地調査と合わせ，地形災害に関連する地形・地

質条件を明らかにし，将来の災害発生の危険性を検討す

るものである。

（２）雪害予防対策調査

（国土開発縦貫自動車道なだれ調査）

この調査は，建設省道路局の委託により，道路事業費

で1964（昭和39）年度から1971（昭和46）年度にわた

って行われた。

調査は，積雪が多く，雪害の発生する危険性が大きい

地域において，自動車道建設のための計画線及び比較線

の積雪状況，なだれの発生状況，なだれの危険度等を明

らかにし，道路の建設計画，設計，施工，維持管理等に

ついての調査資料を短期間に得る目的で，空中写真を利

用した調査が行われた。

調査区間は，東北自動車道を8区間に，北陸自動車道

については10区間に区分し，路線毎に調査内容を示す説

明書をとりまとめた。

（３）道路災害対策調査

道路災害対策調査は，1971（昭和46）年度から建設本

省の道路事業調査費の移替予算により直轄国道を対象に

実施している。

調査の発端は，1968（昭和43）年８月７日の集中豪雨

により岐阜県・飛騨川に沿う国道41号線に多量の土砂を

押し出し，バスもろとも河川に転落，100 数名の人命を

奪った事故に起因している。さらに，これを契機に国道

に規制区間が設けられ，この区間における国道への土砂

災害の発生危険度を予測しようという目的でこの調査が

始められた。

本調査は，1971～1991（昭和46～平成３）年度では基

礎調査を，翌年度以降では土地条件調査を実施している。

（ａ）道路災害対策調査・基礎調査

道路災害対策調査・基礎調査は，空中写真判読を主体

とする地形，地質の調査により，土砂災害の発生危険箇

所の把握と危険度を予測することを目的としている。当

初，調査は規制区間を中心に実施されてきたが，最近で

は規制区間外の地域においても行われている。

1971～1975（昭和46～50）年度では，空中写真判読及

び現地調査により地形，地質を図化した「崩壊性地形分

類図」を作成した。また写真計測から災害要因の統計処

理を行い数値解析（判別分析）による「災害危険度分類

図」を作成し，災害危険度判定を行っていた。

1976（昭和51）年度以降では，地形分類図は「道路管

理のための土地条件図」となり，崩壊地形，地すべり，

遷急線等災害地形を主体にした地図表現に変えている。

また「災害危険度分類図」における危険度判定では，数

値解析の手法として共軸相関分析を行うようになった。

これは，判別分析は一定の仮定が入る点と，電算処理に

よるため，中間段階の処理過程を理解しにくいためであ

る。

（ｂ）道路災害対策調査・土地条件調査

道路災害対策調査・土地条件調査は従来の基礎調査に

おける土地条件調査を分離し単独で実施するものである。

また本調査は，直轄国道におけるすべての土砂災害発生

危険箇所に対して，道路への災害特性の把握と緊急性の

ある防災対策箇所の抽出作業の早急な完結を目的として

いる。

土地条件調査では基礎調査に比べ，斜面調査，渓流調

査が除かれ予測災害規模や防護工の効果等の評価ができ

なくなった。その反面，土地条件調査は従来の基礎調査

に比べ経費が少なく迅速で効率的な調査であり，全国の

調査対象箇所を短期間で調査することが可能になった。

３．１．４ 火山基本図作成／火山土地条件調査

国土地理院では，ハザードマップ作成等の火山活動の

危険度予測調査や災害対策の基礎的情報を整備・提供す

ることを主な目的として，1979（昭和54）年から火山基

本図の作成，1995（平成 7）年から火山土地条件図の調

査を行い，刊行を行っている。

対象火山は，科学技術・学術審議会測地学分科会（旧

測地学審議会）が建議した「火山噴火予知計画（第６次；

平成10年８月５日）」で予知手法等の開発と基礎資料の

整備等の対象火山とした「活動的で特に重点的に観測研

究を行うべき火山」13 火山，「活動的火山及び潜在的爆

発活力を有する火山」24 火山，計 37 火山のうち，活動

的海底火山と離島を除く30火山である。

2002（平成 14）年度末で，火山基本図は 28 火山，火

山土地条件図は11火山について刊行している。

（１）火山基本図

火山基本図は，縮尺５千分の１または１万分の１，等

高線間隔が５ｍで精密な大縮尺地形図として，火山特有

の山頂火口・側火山・斜面・尾根・谷などの地形を詳細

に表現しており，砂防ダムなどの防災施設も含まれてい

る。凡例部には，火山活動や侵食によって形成された火

山体の特徴を，縮尺５万分の１火山地形特性図として併

せて表示してある。

このような特徴を持つ火山基本図は，火山地域におけ

る噴火活動による被害や火山活動に伴う土石流等の被害

予測などの地域防災対策，噴火時の緊急対策，あるいは

火山の研究や火山噴火予知等の基礎資料となる。また，

火山地域の多くが観光地となっていることから，登山や

ハイキング等の詳しい案内図としても利用できる。

（２）数値地図10ｍメッシュ（火山標高）

数値地図10ｍメッシュ（火山標高）は，火山基本図に

描かれている等高線を数値データ化し，この数値データ
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を基にして作成した数値標高モデル（DEM:Digital 

Elevation Model）で，火山基本図を南北及び東西方向に，

それぞれ10m間隔で分割して得られる各方眼の中心の標

高が記録されている。

本データは，火山災害の防止対策や各種調査・研究，

観測を進める上で，もっとも基礎的なデータのひとつと

して，火山地形に関する詳細で高精度な数値データであ

り，噴火を想定したハザードマップ作成のための各種シ

ミュレーションや研究分野での利用が期待される。2000

（平成 12）年度に刊行した CD-ROM１枚には，13 火山の

データを収めており，出力例は図－26のとおりである。

（３）火山土地条件調査

火山土地条件図は，その縮尺と表示内容は地域によっ

て多少異なるが，縮尺１万５千分の１～５万分の１で過

去の火山活動によって形成された地形や噴出物の分布

（溶岩流，火砕流，スコリア丘，岩屑なだれ等），防災関

連施設・機関，救護保安施設，河川工作物，観光施設等

をわかりやすく表示している。

このような特徴を持つ火山土地条件図は，噴火の際の

防災対策立案以外にも，地震災害対策，土地保全・利用

計画立案や各種の調査・研究，教育のための基礎資料と

して，あるいは地域や郷土の理解や観光の見所を知るた

めの資料としても活用できる。

2001（平成13）年７月，富士山で仮に火山災害が発生

した場合の防災対策を目的とする富士山ハザードマップ

検討委員会が内閣府の主導で発足し，災害履歴や既存資

料の分析による将来の噴火や被害の想定，情報活用等に

ついての検討結果が公表される。このため，ハザードマ

ップ基礎情報の一環として実施している火山基本図・火

山土地条件図は，富士山ハザードマップ検討委員会と並

行して富士山を対象に重点的に整備をすすめ，関係市町

村が検討

プの基礎

図－26

３．１．５ 都市圏活断層調査

（１）都市圏活断層図作成の経緯

1995（平成7）年 1月 17日に淡路島北西部を震源に発

生した兵庫県南部地震は，阪神・淡路地域に甚大な被害

を及ぼした（阪神・淡路大震災）。この災害により，大都

市直下及びその周辺で発生する内陸型地震の脅威が明ら

かとなり，国民の活断層の所在に対する関心が高まった。

また，この地震では，淡路島北西部の野島断層（図－27）

が地震断層として地表に現れ，活断層が内陸直下型地震

の直接的な発生源であることが改めて認識させられた。

こうした中，地域の潜在的な危険度を解明することが

課題となり，独立行政法人総合産業技術研究所（旧通産

省地質調査所）や地方自治体等により，個々の活断層の

活動履歴等についての調査が広く行われるようになった。

国内の活断層分布を示す資料としては，活断層研究者

により作成された「新編日本の活断層分布図と資料（活

断層研究会，1991）」があり，これが広く利用されていた。

これは，全国の活断層について確実度や活動度を区分し，

活断層の分布の傾向を網羅している点で極めて有用であ

る。しかし，この分布図は全国の活断層分布を一冊の本

としてまとめるため，縮尺が約33万分の１と小さく，活

断層の詳細な位置を表示することは困難であったことか

ら，活断層の位置を表示した，より大縮尺の地図の作成

が急務となった。

このため国土地理院では，人口が集中し，大地震の際

大きな被害が予想される都市域について，活断層の研究

者と共同で，活断層の位置を詳細に表示した２万５千分

の１「都市圏活断層図」を作成することとした。

1995（平成７）年度から2002（平成14）年度までに，

三大都市圏，政令指定都市，県庁所在地等及びその周辺

について，約4万 km2を調査し，100面を公表した。

なお，国土地理院が実施してきた活断層の詳細な位置

調査は，政府の地震調査研究推進本部により1997年８月
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資料となるものである。

数値地図10ｍﾒｯｼｭ（火山標高）による出力例

に策定された「地震に関する基盤的調査観測計画」及び

科学技術・学術審議会測地学分科会（旧測地学審議会）に

より平成10年８月に建議された「地震予知のための新たな観

測研究計画の推進について」において調査の必要性が位置付

けられている。

（２）調査体制

都市圏活断層図の調査・作成に際しては，活断層調査

の専門家から構成される「都市圏活断層図作成調査検討

委員会」を発足させた。

検討委員会では，都市圏活断層図の作成基準，作成方

法等について検討が行われた。検討内容は，①調査地域

の決定，②調査地域の分担，③活断層の認定基準，④表

示内容，⑤表現内容，⑥調査者同士による活断層のクロ

スチェック等であり，検討結果に基づき調査が行われる

ことになった。

調査には，高度の地形学的知見と豊かな経験が必要で



あるため，調査者は学界などで活躍している第一線の活

断層の専門家であり，国土地理院の職員（一部の図のみ

担当）を加えて，各図幅ごとに５名程度の調査者を選定

している。また，活断層等の認定は，地形の形成に関す

る解釈の過程を含むことから，必ずしもすべての専門家

が同じ認定を行うとは限らない。その意味で，都市圏活

断層図は，調査者による研究成果であり，各図ごとに調

査者を明示しているのはこのためである。

図－27 1:25,000都市圏活断層図「明石」，野島断層の

一部（野島断層保存館付近）

（３）調査方法

活断層は，その活動の累積により特徴的な断層変位地

形を形成する。断層変位地形を探すためには空中写真判

読が有効である。都市圏活断層図作成のための調査では，

空中写真の判読を基本に実施し，従来の研究・調査結果

も参考にしている。空中写真は，国土地理院が所有して

いる1945～1955（昭和20～30）年代の縮尺が大きく（最

大で１万分の１），都市周辺の地形の人工改変があまり進

んでいない頃のなるべく古いものを主に使用している。

活断層の判読は，調査者による解釈の偏りが生じないよ

う，必ず複数の調査者により互いに確認（クロスチェッ

ク）して，結果を２万５千分の１地形図上にとりまとめ

ている。

（４）都市圏活断層図の表現等（図－27）

都市圏活断層図に表示する活断層は，最近数十万年間

に概ね千年から数万年の周期で繰り返し動いてきた跡が

地形に現れ，今後も活動を繰り返すと考えられる断層と

定義した。このうち，明瞭な地形的証拠から位置が特定

できるものを赤の実線で，活動の痕跡が侵食や人工的な

要因によって改変されているためにその位置がやや不明

確なものを赤の破線で，表示している。また，活断層が

横ずれの場合は，その相対的な変位の向きを矢印で，縦

ずれの場合は，相対的に低下している側に短線をそれぞ

れ付して示している。さらに，明治時代以降に観察され，

地震発生の際に変位したことが明らかになっている活断

層を地震断層とし，やや大きな黒の円点のつながりで表

示しており，当該地震名及びその発生年も付記している。

一方，活断層の存在の可能性を示す意味から，活断層

の評価に関連する段丘地形・沖積低地・地すべり地形な

どの第四紀後期（数十万年前から現在）に形成された主

な地形を合わせて表示しているので，活断層周辺の地盤

状況の把握など，防災に役立つ情報を読みとることがで

きる。

なお，都市圏活断層図１面に描かれている範囲は，国

土地理院刊行の２万５千分の１地形図４面分に相当し，

四六判（788mm×1,091mm）の紙に印刷されている。色数

は，もとの地形図を１色にし，その上に活断層等を２色，

地形分類等２色を加えた計５色刷である。

（５）都市圏活断層図の利用

都市圏活断層図は，国土地理院技術資料として作成し

たものを，（財）日本地図センターが複製頒布を行い，一

般にも販売している。ただし，都市圏活断層図は，基本

的に活断層の位置情報について表示したもので，個々の

活断層の活動履歴や危険度の評価等の情報は盛り込まれ

ていない。このため，各図の凡例部に「利用上の注意」

を明記し，この図の持つ特徴や把握できることの限界が，

図を利用する方々に正確に伝わるようにしている。

この図に詳細な位置を表示した活断層は，これまでも

地方自治体などの活断層調査に取り入れられており，詳

しい検証や性質の解明が行われているほか，文部科学省

に設置されている地震調査研究推進本部地震調査委員会

長期評価部会の各分科会等においても，活断層評価の基

礎資料として活用されている。また，地方自治体の地域

防災計画，防災ガイド・ハザードマップ作成，地理教育

の副教材等の資料作成に利用されているほか，建築確認，

開発審査時点での指導等の地震防災のための基礎的な資

料として利用されている。

このように，都市圏活断層図の作成によって活断層が

どこにあるかを示すことで，より効果的な活断層の評価

のための調査実施等に貢献している。加えて，この図の

公表は市民の地震防災に関する意識を啓発することにも

つながり，地震災害の軽減に役立つものと考えている。

３．１．６ 災害に関する調査

（１）水害に関する調査・研究

1947（昭和22）年９月に我が国を襲ったカスリーン台

風は，関東平野に大規模な水害をもたらした。特に関東
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平野中央部で氾濫した利根川の洪水は，古利根川筋を流

下して東京の下町に侵入，戦災復興にも大きな影響を与

えた。この水害は，人工的に流路変還をさせられていた

河川が，本来の流路をとり戻したために生じたと言うこ

ともできる。

地理調査所ではいち早くこの水害について，地理学的

観点からの調査を行った。その結果，氾濫流の流速が定

量的に明らかになったことに加え，氾濫水の流下方向や

浸水の程度が，低地の微地形と驚くほどよく対応してい

ることが判明した。即ち，低地の微地形の状況を把握し

ておくことが，水害の被害を受け易い場所，受けにくい

場所を知る上で極めて有効である，ということになる。

このように，戦後間もなく，地理調査所は当時として

は画期的な調査成果をとりまとめていた。この成果は，

地形分類の重要性を各方面に認識させるのに役立ち，中

野尊正を中心とした地形分類の基礎的研究，空中写真を

利用した低地の地形分類手法の開発などが行われた一つ

の要因となったであろう。しかし“水害対策”を主目的

とする調査事業へは直接には結びつかなかった。

水害対策のための地形分類に積極的であったのは，東

京大学の多田文男教授を中心とする資源調査会水害地形

小委員会であった。メンバーの一人，大矢雅彦は，1959

（昭和34）年に，濃尾平野の水害地形分類図を作成して

いた。同年9月に来襲した伊勢湾台風は，大矢が作成し

た水害地形分類図が予測したのとほとんど一致する水害

をもたらした。そのことは，同年10月 11日付中日新聞

で「地図は悪夢を知っていた」という見出しで報道され，

国会でも話題となった。地理調査所も伊勢湾台風の水害

の調査を行い，水害と地形とが極めて密接な関係にある

ことをより一層明らかにした。

このようなことがきっかけとなって，1960（昭和35）

年度から，「水害予防対策土地条件調査」が事業化され，

２万５千分の 1「洪水地形分類図」と同「地盤高及び水

防要図」が刊行されることになった。この調査は，1963

（昭和38）年度から多目的の「土地条件調査」に衣替え

して現在に致っている。

しかし，近年は土地の人工改変が著しく，水害に与え

る人工地形の影響が増大してきている。また水害も，大

規模な洪水氾濫よりも，中小河川の内水氾濫といった都

市型の水害が多くなっている。このような状況に対応し

た防災地図作成，さらに，地方自治体等が作成している

ハザードマップへの基礎情報としての土地条件図等を整

備していくことが今後の課題である。

（ａ）1947年 9月利根川及荒川の洪水調査

1947（昭和 22）年９月のカスリーン台風による利根

川・荒川流域の水害について，地理的観点から調査した。

その結果，氾濫水の流下方向や浸水の程度が，低地の

微地形とよく対応すること，低地の微地形の把握により

洪水の被害程度の予測が可能であることを明らかにした。

（ｂ）伊勢湾台風による高潮・洪水状況調査

1959（昭和34）年９月の伊勢湾台風による高潮・洪水

の災害状況を調査し，洪水と地形との関係を明らかにす

るため，空中写真判読・現地調査により，洪水状況・地

盤高・洪水型の３種の地図と報告書を作成した。洪水の

型は，扇状地・自然堤防・デルタなど土地の性質によっ

て決定されること，地形と洪水の間の密接な関係につい

て明らかにした。

また，洪水と地形との関係を把握するために，平野の

微地形を分類することによって洪水の型を知ることがで

きるという考え方に立って，詳細な地形分類図及び微起

伏を等高線の形で表現した地盤高図を作成した。

今回の調査地域についての地形分類図については，す

でに大矢雅彦が作成した水害地形分類図を利用した。ま

た，地盤高については，水準測量を行い，その結果に基

いて空中写真の判読による微地形観察を行い，微地形の

状況を考慮して地盤高図を作成した。

（ｃ）低地の微地形と水害に関する研究

（小貝川水害土地条件調査）

1981（昭和56）年８月，小貝川下流域で発生した水害

について，水害時に時系列に撮影した空中写真による浸

水域の拡大状況，氾濫水の流動方向，現地調査による浸

水深，地盤高，人工工作物等の調査を行い，水害状況土

地条件図を作成，洪水による被害が微地形・人工工作物

と密接な関係があることを明らかにした。

（ｄ）1986年小貝川中下流域水害状況・土地条件調査

1986（昭和 61）年８月上旬，台風 10 号による集中豪

雨において，1981（昭和56）年８月に引き続き，再び氾

濫した茨城県南西部の小貝川中下流域において，洪水の

浸水域及びその拡大状況・氾濫水の流向，現地調査によ

る浸水深等の調査を行い，「水害状況・土地条件図」を作

成，それぞれの被害が地形・人工工作物についても密接

な関係があることを明らかにした。

（ｅ）1998年余笹川・那珂川水害調査

1998（平成10）年８月末，台風４号及び停滞前線によ

り栃木県，茨城県，福島県等で堤防の決壊や河川の氾濫

により多くの被害を受けた。この災害について，那珂川

下流域（茨城県）及びその上流の余笹川の水害状況を浸

水の範囲，浸水深ならびに地形との関係について調査・

解析を行った。

（ｆ）2000年東海集中豪雨災害調査

2000（平成 12）年９月，台風 14 号及び秋雨前線によ

り東海地方に豪雨があり，新川が決壊し，市内でも内水

氾濫があった。浸水被害の状況を把握し，地形との関係

を明らかにするため，緊急災害調査を実施した。空中写

真判読を行い，「東海豪雨災害・浸水状況図（新川周辺）」
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等を作成するとともに，国土地理院ホームページで公開

した。

（２）地震災害に関する調査・研究

我が国において，大都市が地震によって壊滅的な被害

を受けた例としては，1923（大正12）年関東大地震，1948

（昭和23）年福井地震があるが，その被害経験は過去の

ものとなっていた。戦後の高度経済成長を経て，現在の

都市の過密化と危険物の集積により，大都市において大

きな地震が起きた際には，その被害の形態及び規模は予

見できないものがある。1995年兵庫県南部地震によって

発生した神戸市周辺の各種の被害（高速道路高架橋の損

壊・高層ビルの倒壊など）は，このことを我々に改めて

痛感させた。地震対策を効果的に推進するためには，第

一に，地震によってひき起こされる被害の場所と発生形

態及びその程度を予測することが必要である。

我が国では，土地の自然条件と地震災害との関係につ

いて多くの調査研究が行われている。国土地理院におい

ても，1948年福井地震以来，大きな地震の際に，被害状

況の調査及び被害と土地条件の関連について調査を行い，

各種の主題図を作成してきた。これらは，地震による地

変と被害状況を図として記録に留めるという意味で重要

なものである。また，以下の各論で述べる調査結果をも

含めて，地震による被害の現われ方が地域の地形・地盤

条件によって大きく変わることは既知の事実となってい

る。低地の地盤条件は，その土地が形成された歴史的過

程と密接な関係にあるので，地形分類によって地盤条件

の概要を把握することは地震災害危険度の予測の面でも

有効である。

一方近年では，地形分類を初めとするこの種の調査・

研究は，広く関係研究機関・行政機関でも行われるよう

になった。例えば，地盤の動特性の電算解析による地震

応答特性の把握や，各種の液状化判定手法による液状化

可能性の把握及びこれらの地図表現（いわゆるマイクロ

ゾーネーション）に関する調査研究のほか，広域にわた

る地図化が行われた例に，東京都（1985）の「震動予想

分布図」，「液状化危険度図」などがあり，さらに防災意

識の高まり，ハザードマップの普及と併せ，静岡県・宮

城県・神奈川県など多くの都府県において同種の図が作

成されている。

国土地理院においても，この分野の研究成果を積極的

にとり入れるとともに，従来から作成している一般目的

の地形分類図の質的向上と地図表現技法の再検討に加え

て，地震を初めとする災害危険度予測図作成に関する研

究を推進する必要があろう。

（ａ）福井地震災害調査

1948（昭和23）年６月に発生した福井地震による被害

と土地条件についての，我が国では初めての組織的な調

査が行われた。米軍が撮影した空中写真による被害調査，

地震災害に関連した地形・噴砂等の調査を実施，報告書

及び付図を作成した。地形・地盤条件と被害との関連を

明らかにし，地震断層やこれに伴う地盤運動が，活断層

等の地形の研究によりある程度推定が可能であることを

指摘した。

（ｂ）1960年チリ地震津波災害調査

1960（昭和35）年５月チリ地震による津波は，我が国

の太平洋沿岸を襲い多大な被害を与えた。特に，三陸沿

岸での被害は著しかった。被害後，主な被災地について，

空中写真判読・現地調査により，津波の侵入方向，到達

限界，湛水地域，侵食・堆積地域などを調査した。津波

状況図，地形分類図及び報告書を作成，津波と地形との

関係について，津波遡上による被害の地域差は海岸地形

の相違によることなどを明らかにした。

（ｃ）1964年新潟地震被害状況と土地条件調査

1964（昭和36）年６月の新潟地震による災害について，

災害の実態を把握し，災害と土地条件との関連を明らか

にするため，現地調査及び空中写真判読により，被災状

況，地形条件を調査した。被災状況と土地条件図及び報

告書を作成，旧河道，後背低地などで被災が著しいこと，

地形によって被害状況の地域的差異があるなどを指摘，

土地条件図が地震地盤災害の危険度予測に有効であるこ

とを示した。

（ｄ）1974年伊豆半島沖地震災害状況と土地条件調査

1974（昭和49）年５月の伊豆半島沖地震により大きな

被害を受けた伊豆半島南端部について，空中写真の判読

及び現地調査により，地形・地盤及び災害状況を調査し，

災害状況・土地条件図を作成，土地条件と災害との関係

について考察した。海岸の砂州・砂堆上での家屋の被害，

また，旧地すべり滑落崖，海蝕崖，人工切取り斜面等で

の崩壊が多いことを明らかにした。

（ｅ）1978年伊豆大島近海地震災害調査

1978（昭和53）年１月発生した伊豆大島近海地震によ

り被害を受けた伊豆半島南部地域について，1974（昭和

49）年の地震と同様，地震災害と土地条件に関する調査

を実施した。空中写真判読及び現地調査により，地震災

害状況土地条件図を作成した。地すべり地形，泥流地形，

山麓堆積地形，谷底平野の順で家屋の被害率が高いこと，

崩壊の発生箇所は，山地斜面の遷急線付近に多いことな

どを明らかにした。

（ｆ）1983年日本海中部地震災害調査

1983（昭和 58）年５月発生した日本海中部地震により秋

田・青森県の日本海沿岸は大きな被害を受けた。地震被害

が特に大きかった能代地区について，被害状況及び地形調

査を行い，調査図を作成した。旧沼沢地を盛土した地域の
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家屋の被害率が最も高くなり，さらに砂丘の切土地で地下

水位の高い地区，砂丘間低地，盛土された氾濫平野などで

被害率は，他の地形タイプに比べて高いことなどを明らか

にした。

（ｇ）1984年長野県西部地震災害調査

1984（昭和59）年９月の長野県西部地震により，王滝

村を中心とする大きな被害を生じた。特に，御嶽山山腹

に発生した“御嶽崩れ”（崩壊土量 3,400 万 m３）は，我

が国では過去100年間３番目の規模となり，空中写真の

撮影及びこれに基く大縮尺地形図の作成が可能となって

以降，最初の事例となった。

国土地理院では，災害前・後の空中写真の判読，現地

調査により崩壊分布，傾斜区分，遷急線，リニアメント

等を調査し，調査図を作成した。地震災害と土地条件の

関係を検討した。また，大崩壊を中心に，変動前後の５

千分の１地形図，地表高変化等値線図，横断面図，地形

分類図などの地図を作成，崩壊発生条件の検討，崩壊発

生プロセスの解明，地形発達史の視点を取り入れること

により，崩壊発生条件の合理的解明と発生場所的予測の

途を開けることを究明した。

（ｈ）1994年三陸はるか沖地震災害調査

1994（平成６）年12月の三陸はるか沖地震とその最大

余震による被害について，これらの地震災害状況と地形

との関係を明らかにするため，八戸市を中心に調査を実

施した。台地内の建物被害は台地内の浅い谷や凹地，そ

の縁辺部の斜面造成地に多く，低地地域では台地との境

界付近や低湿地上の盛土地に多く発生したこと，液状化

による被害は海岸埋立地内に限られたことなどを明らか

にした。

（ｉ）1995年兵庫県南部地震災害調査

1995（平成７）年１月17日の兵庫県南部地震による被

害と地形変化について，発災直後からマスメディアや地

方測量部等をとおして情報の収集に努め，作業を実施し

た。

１）「平成７年兵庫県南部地震災害現況図」（第1版・第

2 版）の作成。公表した第２版は１万分の１で，神

戸市周辺の 21 面について被災建物の分布と斜面崩

壊・液状化の分布を表示した。

２）平成７年兵庫県南部地震緊急地理調査

地震直後から神戸地区，淡路島北部地区について，

数回にわたって現地調査を実施し，地震断層をはじ

めとする地形変化や被害概要について調査した。地

震直後に発見された地震断層を詳しく記載するとと

もに，同島北半部のその他の活断層の活動の有無に

ついて，現地で確認を行った。さらに，山くずれ・

地すべり・噴砂などの発生状況についても概査した。

一方，神戸地区については， 神戸市から宝塚市周

辺にかけての地変と地震断層の有無・建物被害と地

形との関係等について調査を実施した。

３）「1995年野島地震断層周辺の変位量図」の作成

地震前と地震翌日に撮影した空中写真の比較計測

（880 点）により，野島地震断層周辺の地表の三次

元変位量を測定し，地震に伴う地殻変動の検出を試

み，水平・鉛直の変位量分布図を作成した。

（ｊ）2000年伊豆諸島近海地震災害調査

2000（平成12）年６月末から三宅島・雄山の噴火活動

を始まり神津島，新島でも地震被害を発生した。地震被

害と地形との関連を明らかにするため，これらの島の地

形分類を行うとともに，災害情報を編集した「1:25,000

災害現況図」及びGISのための数値データを作成した。

これらの地図やデータは国土地理院ホームページでも公

開した。

（ｋ）2000年鳥取県西部地震災害調査

2000（平成 12）年 10 月に発生した鳥取県西部地震に

ついて，境港市・米子市を中心に，現地調査を行い，地

震断層の有無や液状化等の被害状況を把握した。

被災後，撮影の空中写真判読をもとに，液状化被害調

査図を作成するとともに，国土地理院ホームページで公

開した。

（３）活構造・地震テクトニクスに関する調査・研究

日本列島は変動帯に位置しており，その地形は地殻変

動の影響を抜きにして語ることはできない。地理調査所

／国土地理院が行ってきた各種の地形調査研究，災害調

査研究の中でも，直接あるいは間接に活構造や地震テク

トニクスに関連したものは数多い。地震予知計画では，

国土地理院は地質調査所，国立防災科学技術センター，

大学と並んで地殻活構造の研究を行う機関として位置づ

けられており，近年では地震の長期予知のための第四紀

テクトニクスの調査研究が多く行われている。

国土地理院が活構造や地震テクトニクスに関する地形

学・第四紀地質学的研究を積極的に行うようになったの

は，地震予知に対する社会的関心が高まった1960年代に

なってからである。当初は地理調査部と地殻活動調査室

／地殻調査部がそれぞれ独自に，または共同して調査研

究を行っていた。1980（昭和55）年度以降は，実質的に

地理調査部がこの種の調査研究を単独で行っている。

昭和40年代後半以降大きな成果を挙げているのは，旧

汀線高度などをもとにした地震テクトニクスの研究と活

断層の調査研究である。

（ａ）多摩地区中央線沿線地域整備計画調査

－立川地区地質調査（立川断層に関する研究）－

国土地理院の松田博幸らが1974（昭和49）年に空中写

真判読により発見された立川断層は，東京都心に近い活
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断層として注目された。一方，米軍立川基地跡地の効果

的利用が望まれ，利用計画策定に立川断層の存在を考慮

する必要があった。そのため，立川基地内における立川

断層の位置，形態，運動特性等を明らかにする目的で，

詳細な地形・地質調査を行った。

（ｂ）フィリピン海プレート北端部の地震テクトニクス

に関する総合研究－広域変動地形の調査－

南関東・東海地域の地震予知に役立てるため，フィ

リピン海プレート北端部の地殻構造，地殻活動などを

解明しようとする総合研究。国土地理院は，相模湾沿

岸から駿河湾沿岸にかけての広い地域を対象に，第四

紀後期，特に完新世の地殻変動について，地形学・地

質学的な研究を行った。

本研究では，相模湾沿岸では主として完新世海成段

丘の分布・高度・年代等の調査，駿河湾沿岸では主と

して完新統の地質調査，特にボーリングサンプルの分

析を行い，完新世の地殻変動の方向，速度，それらの

変遷，地域差などを明らかにし，「南関東・東海地域

広域変動地形調査報告書」及び「40万分 1南関東・東

海地域広域変動地形学図」を作成した。また，フィリ

ピン海プレートのもぐり込みに伴って発生する海溝

型地震の分類と発生間隔，活断層の完新世における活

動などについて，新しい知見を得ることができた。

（４）火山災害に関する調査・研究

（ａ）1986年伊豆大島三原山噴火緊急調査

（「1:10,000噴出物等分布図」の作成）

1986（昭和61）年 11月，12年ぶりに噴火した伊豆大

島三原山について，噴火による地形変化の状況等を空中

写真判読及び現地調査を行い，噴出物の分布・地表面の

亀裂・変色水域等を詳細に表示した「1:10,000火山噴出

物等分布図」を作成した。火山災害による災害状況等を

主題図としてまとめたのは，この災害が初めてのケース

である。

（ｂ）1990年雲仙普賢岳噴火緊急調査

1990（平成２）年11月，198年ぶりに噴火した雲仙普

賢岳は，翌年５月頃から再び活発化し，溶岩ドームの出

現・成長，溶岩の崩落，頻発する火砕流の発生など付近

の住民に大きな被害をもたらした。これらの火山活動の

進行により，刻々と変化する地形について，空中写真判

読を行い，「雲仙岳噴火に伴う降灰域と土石流に関する現

況及び予測図」，「山頂付近地形分類図」，「火砕流に関す

る調査図」を作成したほか，空中写真及びヘリコプター

を使用したビデオ撮影，機上目視観察等により，雲仙火

山の地形的特徴を捉えるなどの緊急調査を行った。

（ｃ）火山地域における土砂災害予測手法の開発に関す

る国際共同研究

（岩屑流発生場に関する研究－火山地形情報解析に関

する研究）

火山活動によって引き起こされる土砂災害について，

その規模やメカニズム等により分類するとともに，火山

地域の地形的特徴から火山体を類型的に分類し，火山特

性に即した地形データベースの作成及び数値地形解析手

法の開発をした。また大規模崩壊発生場の地形解析につ

いては岩屑流災害をモデルとして，火山体の形成・解析

について定量的な把握を行った。

また，これまでの陸域の流れ山，秋元湖等の湖底域に

おける地形計測，流れ山の分布調査のほか，空中写真判

読，現地地形調査によって「1:15,000 磐梯山 1888 年噴

火による火山地形分類図」を作成した。さらに，①ＥＷ

Ｓを用いた地理調査支援のための地形解析手法の開発，

②火山データベースの作成，③ 磐梯火山1888年崩壊以

前の地形復元などを行った。

（ｄ）2000年有珠山噴火災害調査

2000（平成12）年３月末から有珠山付近の地震が活発

化し，その西麓が噴火した。噴火直前の2月に火山土地

条件図を刊行したばかりで，空中写真の判読により噴火

口，断層・亀裂，泥流堆積区域等を明らかにするととも

に，各種の地理情報の提供と合わせ，「有珠山GIS」とし

てCD－ROMを地元ならびに関係機関に配布する一方，国

土地理院ホームページで公開した。

（ｅ）2000年三宅島火山噴火災害調査

2000（平成12）年６月末から三宅島・雄山が地震活動

を伴いながら噴火活動を続け，７月には山頂部の陥没が

起こり，8 月には火山ガスの放出にいたり，住民の全島

避難となった。火山土地条件図「三宅島」をベースに，

災害情報を編集した２万５千分の１災害現況図，平成12

年（2000年）三宅島噴火地形図及びGISのための数値デ

ータを作成した。これらの地図やデータは国土地理院ホ

ームページでも公開した。

（５）地すべり・崩壊に関する調査・研究

日本列島は第四紀の変動帯に位置することから，山地

の起伏量が大きく，地盤も脆弱な場合が多い。また，世

界でも有数の，地震・火山活動の激しい地帯でもある。

一方，日本列島はその地理的位置の故に，台風及び春・

秋の低気圧・前線活動による風水害と，日本海側の冬の

豪雪は，ほぼ例年のこととなっている。

これらの自然条件のもとで，我が国の山間部及び丘陵

地・台地縁辺部においては，豪雨・地震・融雪・火山活

動等を直前の誘因とする各種の土砂災害は宿命的なもの

であるとも言える。

また，国土地理院が地形的な観点から調査研究を行っ

たものはさらに僅かであり，国土地理院として最小限行

う必要のある分野としては，地変前後の大縮尺地形図の
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作成を含む地形学的な記載に始まり，地形的条件を中心

とした発生条件の究明がある。土砂災害の発生予測と人

命被害の未然の防止のためには，従来立ちおくれていた

地形条件の調査研究を進めることが不可欠であり，今後

は，この分野について，より効果的な努力を積重ねてい

く必要があろう。

（ａ）北松型地すべりの発生機構及び予知に関する研究

－地形特性に関する研究－

長崎県北松浦地方に発生する「北松型地すべり」に関

して，発生機構，発達過程，地形特性等について調査し，

地すべり変動の地形特性を明らかにし，地すべり被害の

表－11 国土地理院が実施した災害に関する調査図等一覧
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防止対策の基礎資料とするため，地すべり地形分類図・

大規模地すべり地形分布図および大規模地すべり地形特

性一覧表を作成した。

（ｂ）1997年八幡平澄川地すべり及び出水市土石流に関

する緊急調査

1997（平成９）年５月，秋田県澄川温泉で大規模な地

すべり，さらに，７月には鹿児島県出水市針原川で斜面

崩壊・土石流が発生した。両地域において，詳細な地形

調査を実施するとともに，八幡平澄川では地すべり・岩

屑なだれ・土石流地形調査を行い，地すべり前後の５千

分の１地形図及び数値地形モデル，林冠ギャップを活用

した地すべり土塊の移動量計測，地すべり地形分布図等

を作成，出水市針原川では，土砂の崩壊による地形変化

を解析した。

（６）雪害に関する調査・研究

1963（昭和38）年１月の北陸地方を中心とした豪雪（い

わゆる38豪雪）を契機として本格的に積雪・雪崩調査な

どに空中写真が利用された。実際の雪崩跡周辺で積雪の

採取による雪崩の発生機構の解明（荘田），あるいは，雪

崩跡跡の写真に基く雪崩の分類などが行われた。

豪雨の際には判読法によって積雪深分布の推定を行っ

てきた。その後，比高差法などが用いられたが，現在で

は精度的問題などから空中写真を使用した積雪深の測定

はあまり実施されなくなった。しかし，その限界をわき

まえながら空中写真の特性を生かして活用されるべきで

あろう。

（ａ）空中写真による豪雪調査

1963（昭和38）年１月の豪雪により北陸，上・信越地

方に道路，鉄道等交通の途絶，家屋の倒壊，農林業の被

害など大きな災害を与えた。

科学技術庁では，この異常な豪雪に際し引き起こされ

る雪崩，融雪出水，地すべり，山崩れなどに備えて積雪

状況を速やかに把握するなど，防災科学技術の観点から

「北陸地方等豪雪防災総合研究」を行った。

国土地理院では空中写真を利用した積雪，融雪の地理

的調査「空中写真による豪雪調査」を分担し，1962（昭

和37）年度事業として行った。この調査は，これまでほ

とんど行われたことのない空中写真による雪の調査の可

能性の検討，調査方法の研究から始めるものであったが，

融雪の緊急対策に役立てる方針から，関係機関の対策に

最も基本的な資料を堤供するため，積雪深区分図を作成

した。

３．２ 社会地理調査

３．２．１ 土地利用調査

（１）土地利用調査の変遷

土地利用図は，各種の調査や計画の基礎資料となり，

その内容や縮尺は，それらが作成された時代の要請を反

映し変化してきている。国土地理院における土地利用図

作成の現在までの流れの概略を辿ってみる。

戦後の日本の土地利用の概況を知る基礎資料として，

1947（昭和 22）年に 80 万分の１土地利用図の整備を開

始し，その後，縮尺から見た表示内容を考慮して1951（昭

和26）年から農林的土地利用に重点をおいた５万分の１

土地利用図の整備が開始された。1974（昭和49）年に国

土利用計画法が制定されると，国土利用計画と土地利用

基本計画の基礎資料とするため，２万５千分の１の縮尺

で全国の土地利用図の整備を開始し，全国の主要な都市

及び周辺地域を含む主要な平野部，約10万km2について，

２万５千分の１土地利用図（柾版）を整備した。

現在は，土地の利用現況と変化状況を把握するため宅

地利用動向調査を実施し，細密数値情報（10ｍメッシュ

土地利用）として三大都市圏のデータを整備している。

（２）宅地利用動向調査

現在実施している宅地利用動向調査は，宅地利用の現

況及び動向などを高精度の地理的数値情報として把握し，

宅地政策等の総合的展開に必要な基礎資料を得ることを

目的に実施している。この調査は宅地供給の逼迫してい

る首都圏，近畿圏，中部圏の三大都市圏を対象地域とし

ており，1981（昭和56）年から概ね５年周期で実施して

おり，これまでに各圏域それぞれ過去20年間，５時期分

の土地利用10ｍメッシュデータを整備してきている。整

備された数値データは「細密数値情報」として，防災・

環境対策や都市計画等の資料として公的機関，大学等に

おいて広く利用されている（図－28）。

（３）今後の土地利用調査

今後の土地利用調査については，衛星データの利用や

コンピュータによる土地利用の自動判別作業等による整

備手法の高精度化及び効化率を図るとともに，GIS デー

タとしての利用及び標準化に対応した新しい手法を開発

し，都市圏の詳細な土地利用情報を得ることを目的とし

て宅地利用動向調査を継続していくとともに全国の土地

利用情報の整備，提供を図っていく予定である。

71



72
３．２．２ GIS地理情報整備

GIS（Geographic Information System；地理情報システ

ム）は，地理的位置を手がかりに，位置に関する情報を持

ったデータ（空間データ）を総合的に管理・加工し，視覚

的に表示し，高度な分析や迅速な判断を可能にする技術で

ある。

1995 年１月の阪神・淡路大震災の反省等をきっかけに，

政府において，GISに関する各省庁の取り組み，諸外国にお

ける取り組み，今後の課題と方向等について検討を行うた

め，地理情報システム（GIS）関係省庁連絡会議が設置され，

国土空間データ基盤の整備が始まった。また，ハードウェ

ア，ソフトウェアの低価格化が進み，簡易な GIS 導入が可

能になる一方で，地図データ等は電子化されていない問題

があった。

国土空間データ基盤では，空間データのうち，国土全体

の地勢や行政界等の基盤的な地図データを「空間データ基

盤」，空間データ基盤に結びつけられて利用される台帳・統

計情報等のうち，公共的観点から基本的なデータを「基本

空間データ」，航空写真や衛星画像等から作成される画像デ

ータを「ディジタル画像」として定義している。

国土地理院は，土地条件図をはじめ各種の主題図を作

成しており，そのうち，「火山基本図」，「湖沼図」，「沿岸

海域地形図」を空間データ基盤として，それ以外の主題図

を基本空間データとして位置づけ，数値化を進めている。

現在の整備状況は，表－12のとおりである。

これらのデータは，防災計画，都市計画，環境保全等

の検討に活用可能である。近年，火山活動が活発化した

有珠山，三宅島等の火山について，火山災害対策GIS用

データを作成し，火山災害対策に必要な地理情報を，GIS

ソフトウェアで扱えるように構築した。このデータの中

には，２万５千分の１地形図等の基図情報や，公共施設，

地名，基準点，火山土地条件図等の主題情報に加えて，

空中写真判読による地形変化情報や，観測による地殻変

動情報といった火山活動状況を把握するための情報が含

まれている。これらのデータは，GIS ソフトウェアを用

いて，データの重ね合わせ表示，情報の検索・集計・計

測等を行うことにより，様々な情報を把握することがで

きる（図－29）。さらにこれらのデータに，例えば，住民

の家族構成や年齢などの他の情報を追加することにより，

避難計画の立案の支援等に活用できると考えられる。

このように，GIS 地理情報は，各種施策の支援や GIS

の利用を促進するためにも重要なものであり，早期に整

備を推進する必要がある。

図－28 細密数値情報（10mメッシュ土地利用）首都圏土地利用データ出力図



３．２．３ GISの応用に関する研

1994（平成６）年度から1995年

振興調整費による「自然度の高い

た流域管理に関するランドスケー

（ランドスケープデータの入力・

究）」と国立機関公害防止等試験研

環境データ利用手法の開発に関す

自然環境を対象としたGISを用い

った。その対象として釧路湿原に

営巣地を選び，営巣地分布につい

タンチョウの生息分布状況から

利益をもたらすもの），どちらとも

して，これらの空間的な条件にお

チョウのもつ潜在的な営巣可能地

した。

ビオトープとしての条件と営巣

誘致条件及び阻害条件についてGI

タンチョウの営巣する条件として

満，道路から 500m 以上離れ，居住

離があり，水系から250m以内に沿

る。また，今回の解析結果からタ

有は，概ね1.5kmであることを勘

おけるタンチョウの営巣可能地は

水系に沿った地域，あるいは居住

られた地域にしか残っていないこ

ランドスケープエコロジーのよ

析を必要とする領域にあっては，
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究

度にかけて，科学技術

生態系の保全を考慮し

プエコロジー的研究

解析・表示に関する研

究費による「地域自然

る研究」の一環として，

たビオトープ解析を行

生息するタンチョウの

て解析を行った。

誘致条件，阻害条件（不

いえない地形を条件と

ける相互関係からタン

を抽出する方法を選択

可能地は，地形条件，

Sを用いた解析では，

，平坦地で高度20m未

地から１km 以上の距

った地点が選ばれてい

ンチョウ同士の空間占

案すると，釧路湿原に

，湿原周辺の山間部の

地に近い湿原南西の限

とが判明した。

うな生態系の空間的解

GISのもつ，

オーバーレイ，バッファリング，ティーセン分割等の機

能は有効であった。また，本研究で試みたような，保護

対象動物の生息域と保護区域等の社会的情報との重ね合

わせは，実際の生態系と守るべき領域設定の整合性及び

食い違いを明らかにすることに有効であることがわかっ

た。

図－29 地形変化情報（有珠山GIS用データ）

表－12 GIS地理情報の整備状況



３．３ 環境地理調査

３．３．１ 湖沼・湿原調査

（１）湖沼調査

湖沼調査は，陸部の情報未整備部に当たる湖底の形態

を明らかにするとともに水資源の開発利用，内水面の埋

立，干拓事業，漁場の保全計画等，湖沼に関する各種開

発計画の基礎資料として，また，地形図等の陸部等高線

に対応する湖沼の等深線の表示資料の整備として，1955

年から実施している。本作業では，全国各地の面積１km2

以上の湖沼について，深度分布，湖底地形，底質，植生

分布などの調査を行い，その成果を編集・図化し，１万

分の１湖沼図の調製を行っている。

この調査を開始するにあたっては，1953年から試験作

業が行われた。まず相模湖で機器の性能試験を兼ねた音

響測深法によるテスト，次いで1955年には浜名湖で，ま

た，同年本調査に入る準備作業として千葉港で測深作業

及び観測成果の解析，機器の点検改正などの実験を行っ

た。その結果従来の錘測法，測桿法に較べ，1950年頃よ

り実用化された可搬型極浅海用音響測深機の効用は，連

続した湖底の地形断面が得られることから，正確性，迅

速性，経済性に優れ，本調査の作業効率の向上に寄与す

る見通しがついた。これらの成果をもとに1955年 8月琵

琶湖湖南水域において本格的な調査を開始した。以来

2002 年現在，内海を含めて 72 湖沼の調査が完了し，1

万分の1湖沼図122面が刊行されている。

調査の概要は下記のとおりである。

１）観測基点の設置

観測基点は，船位決定のために湖岸線付近に約

1.5 ㎞間隔で四等以上の精度をもつ三角点，二等多

角点（図根点含む）を設置する。また，基準水面を

決定するため水準測量により量水標を設置する。

２）測深作業

測深は，観測船に音響測深機等を整備し，等速に

航行しながら，超音波を送・受信し，自動的に湖底

の記録を得る。同時に，船上より六分儀による三点

両角法や電波測位装置による辺長交会法等を用いて

観測し，船位を決定する。現在はGPS受信機を用い

ている。他に，測深基準面決定のため水位観測，音

速補正のための水温観測やバーチェックを行う。

３）底質調査

湖底の堆積物を採泥器及びドレッジャーで採集し，

土性を判定する。

４）解析原稿図の作成作業

音響測深記録を解析器及び図解によって解析する。

解析には潮汐補正，バーチェック及び水温観測結果

に基づく音速改正を行い，湖底記録を得る。各測線

毎の測位に照合させ，測深値を記入し，等深線を描

画する。また，底質分析により，観測位置に底質分

布を表示する。

５）湖沼周辺部の陸域図化作業

水部の表示と同様に，湖岸周辺部の陸域について市

町村の都市計画図等の地図資料及び空中写真等を用

いて図化する。

また，1 万分の 1 湖沼図の表現内容は，下記のとおり

である。

１）湖底地形

等深線間隔は１ｍ，湖岸付近及び緩傾斜部は50㎝，

極浅い湖沼では 25 ㎝で湖底の微高地，微凹地等の微

地形を含めて表示する。

２）水中植物

水面，水中，湖底に浮遊叉は繁殖する植物を測深記

録・空中写真より判読し，分布状況を表示する。

３）底質

岩，礫，砂，泥等，湖底の堆積物を細分類し，その

分布を表示する。

４）諸施設等

水位観測所，揚水ポンプ場，採水坑，海水浴場等，

湖岸付近に設置されている構造物や施設及び定置漁

具や水部の諸区画等，湖中にある漁業施設等を表示す

る。

これらの湖沼図は，需要に応じて電子複写により刊行

され，諸水利事業，埋立干拓事業，内水面漁業等の水産

事業の基礎資料，また，地形，地質，生態学研究の資料

として，さらに最近では湖沼環境の調査などに活用され

ている。

（２）湖沼湿原調査

かつて「不毛の地」と考えられていた湿地は，近年，

野生動植物の生息地であるとともに，汚れた水を濾過し

有害なものを取り除き生態系を再生させる，あるいは洪

水を受け止め緩和する役割も果たすなど人間生活にとっ

ても貴重な自然として，極めて高い価値が認められるよ

うになり，その保全・保護は重要な課題となっている。

湖沼湿原調査は，このような湖沼・湿原の保存や，環

境と調和した利用に必要な基礎情報を整備・提供するこ

とを目的として実施している。基礎情報として整備する

ものは，各湖沼・湿原の基礎的な自然特性やその変遷等

とし，深浅測量（湖沼調査），地形調査，土地利用調査な

どから得られる成果を，調査報告書と付図及びGIS用の

データとして提供することとしている。

この調査を実施するにあたっては，1993年度より湖沼

調査と平行して湖沼湿原調査のあり方についてさまざま

な検討をしてきた。

1993年度には，①5万分の1地形図，文献，資料によ

る全国の湖沼・湿地の分布図及びリスト，②変化の激し

い湖沼・湿地についての変遷図集，③湖沼・湿地に関す

る既存の文献を調査し，記述内容・論旨を整理した文献

目録を作成した。続いて，霞ヶ浦・霧ヶ峰のＥＷＳによ

るデータセット（1994年），集成図霞ヶ浦（1995年），ク
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ッチャロ湖湖沼湿原環境図（1996 年），伊豆沼・内沼湖

沼湿原環境調査（1997年），GISによる水辺環境評価手法

に関する研究（1998年），湖沼湿原の面積変遷調査（1996

～1999年），水環境GISに関する検討（1999～2000年）

を行い，2001年度は勇払湿原を対象に湖沼湿原調査検討

作業を実施した。

2001 年度の検討作業では，「湖沼湿原調査は，湖沼の

深浅測量のほか湿原とその周辺地域の地形・土地利用調

査を行い，湖沼図および地形分類図・土地利用変遷図等

の湖沼湿原データの整備を行う」とした今後の調査の方

向性を得ている。

2002年度は，これまでの各種検討作業の成果のうえに，

湖沼湿原調査作業として，勇払湿原の調査を行っており，

今後は，貴重な自然を残しているもの，保存対策が課題

となっているものなど，特に調査が必要な湖沼・湿原の

うち，ラムサール条約に登録された主要湿原を中心に順

次整備していくことにしている。

（３）湖沼に関するその他の研究

１）湖沼資料の格納・管理システムに関する研究（1986

～87年度）

湖沼に関する基礎的情報を，コンピュータで処理で

きるような数値情報として保管する方法を検討した。

面積・湖岸線長・湖沼型等の概要デ－タ，等深線・底

質分布・関連施設等の細部データ，測深記録・底 質

サンプル等の種類・数量等の資料データに分け，それ

ぞれの情報格納方法について検討するとともに， 既

存保有資料の調査・整理を行った。

２）湖沼図の修正及び図式改訂に関する研究

（1988年度）

初期に調査された湖沼については 40 年以上の歳月

が経過し，湖底及び周辺部が著しく変化しており湖沼

図の修正を行う必要があるため，再調査手法等の検討

を行った。また，小湖沼や浅い湖沼を対象とした調査

や，電波測位機の導入等作業方法が変化していること

を踏まえ，図式規程，作業規程についても検討を行い

改訂案を作成した。新しい図式規程及び作業規程は，

1991年 2月に制定された。

３）湖沼景観図作成技術に関する検討作業

（1989～1990年度）

リゾート開発等従来想定していなかった開発行為が

湖沼を核として行われるようになり，湖沼図について

も今までの湖沼域の情報に加え，湖沼周辺の各種地理

情報の表示が要求されるようになってきた。このよう

な要請に応えるため，湖沼調査の成果を利用した湖沼

景観図を作成した。

４）小型自動湖底調査装置の改良（1990～1992年度）

湖沼調査における船位測定や水位・音速の補正，水

深の解析等にかかる労力と期間の省力化をはかるた

め，パソコン処理による測量データの取得から航跡図

或いは等深線自動描画に至る半自動化を進めること

を目的に，「小型自動湖底調査装置」を導入し，シス

テムのソフトの改良を行った。

５）湖底堆積物調査手法の開発（1991～1992年度）

浅い湖沼の湖底地形を正確に捉え，湖底堆積物の分

布状況を明らかにする手法を開発し，湖底微地形・堆

積物分類図を作成する手法を標準化することを目的

として，霞ヶ浦の麻生町沖・桜川村浮島地区の２ヵ所

において調査を実施した。サイドスキャンソナ－及び

測線間隔を細かくした高密度の測深作業・低周波地層

探査機を用いた湖底堆積物調査を行い，湖底面の細か

い起伏の把握を行った。これより，湖底の微地形解明

のための適切な測量方法（測線間隔及び把握限度）及

び作図処理方法のいくつかについて比較検討を行った。

６）全国湖沼・湿地データセットに関する研究作業

（1994年度）

1995年度に行った「全国湖沼湿地の分布図」に掲載

されている全国の主要な湖沼及び湿地に関する基礎

的なデータについて，GIS による地図図形データとの

リンクを行い，既存の数値地図データや，国土地理院

の構築している地理情報データベース等と合わせて

利用できるようにデータセットを作成した。

３．３．２ 沿岸に関する調査

沿岸域に関する調査は，1972年度より「沿岸海域基礎

調査」として事業化され，以降，各種の調査・研究が実

施された（防災地理調査の項参照）。以下，これら以外の

主な調査・研究について記述する。

1978年度からは，国土総合開発事業調整費による沿岸

海域の調査を行うようになった。「海砂採取に伴う海洋環

境調査」（1978 年度）は瀬戸内海の備讃瀬戸海域の海砂

利の賦存状態を調査したもの，「沿岸域利用事業調査」

（1979～1981年度）は沿岸域の利用開発に必要な基礎情

報の調査方法，地図表現方法等を瀬戸内海東部，仙台湾，

陸奥湾をモデルに検討したもの，「未利用沿岸漁場開発計

画調査」（1982～1983 年度），「磯焼け地域沿岸漁場開発

計画調査」（1984～1985 年度），「海水混合域沿岸漁場開

発計画調査」（1986～1987 年度），「底質不安定沿岸域漁

場開発調査」（1988～1989 年度），「渦流海域沿岸整備計

画調査」（1990 年度）はともに沿岸漁場開発のための自

然条件の調査を行ったものである。これらの調査で得ら

れたデータは，「沿岸海域地形図」「沿岸海域土地条件図」

「湖沼図」作成のためにも使われている。

1973～1975 年度には，科学技術庁特別研究促進調整費に

よる「リモートセンシング情報利用技術の開発に関する総

合研究」の中で，水質や流況をリモートセンシングで把握

する方法を検討した。それ以来，海域の調査では，必要に

応じて衛星や航空機レベルのリモートセンシングが行われ

るようになった。1988～1990 年度「航空機画像等による潮

間帯汚染調査技術に関する研究」は，沖縄地方の赤土流出
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によるサンゴ礁の汚染状況の調査を環境庁（現環境省）の

国立機関公害防止等試験研究費により実施した。

近年，情報化時代の波は沿岸域の調査にも及んできた。

国土計画基礎調査費による「沿岸域情報整備調査」は，

海岸の管理区分，沿岸域に立地する施設，沿岸域の各種

指定地域などのデータを数値情報として 1984～1990 年

度に整備された。

この他，1983 年度からは，本省経費により，保全と利用

の両面を踏まえた総合的な沿岸域行政に資するため，豊富

な地理的データを持つ機関の立場で「沿岸域総合管理手法

検討」が進められた。また，1988 年度より沿岸域の歴史や

利用の時系列的解析，沿岸域の景観，沿岸域に対する情緒

や文化，あるいはそれらの総合的に把握するための手法の

確立を目的に「沿岸域情報利用調査」が実施され，三浦半

島をモデル地域とした「沿岸域情報マップ」を試作した。

以降，1994 年度から「沿岸域環境基本図調査検討」では，

「沿岸域環境基本図」作成のための検討を行い，九十九里

浜，遠州灘，佐渡（小木）沿岸をモデル地域とした試作図

を作成した。その後，空中写真・人工衛星等から取得した

沿岸域地理情報と GIS による数値データとの総合的利用に

ついて検討し，沿岸管理者に必要な情報の取得手法につい

て調査を実施した。

1998～2000年度には，本省海岸事業調査費による「海

岸情報整備調査」が進められ，全国の海岸について，２

万５千分の１地形図及び５万分の１旧版地形図を基に

GIS で利用可能な数値地理情報の整備を行うとともに，

沿岸の空中写真をはじめとする画像情報を効率的に保

存・利用するためのシステムの開発を実施した。

３．３．３ 海面上昇に関する研究

人間活動の活発化は，化石燃料の燃焼による二酸化炭

素，また機器などに用いられるフロンガスなどの温室効

果ガスの排出を増大させた。温室効果ガスの排出の増大

は地球の温暖化を招き，さらには，極地域氷河の融解，

表層海水の熱膨張によって海面が上昇することが予測さ

れている。海面の上昇量については，モデルの複雑性に

より確度ある推定はなされていないが，気候変動に関す

る政府間パネル（IPCC）では2100年までに９～88cm（予

測の中位は48cm）上昇すると予測されている。

本研究は，環境省の地球環境研究総合推進費により実

施しており，海面が上昇した場合に沿岸地域にどのよう

な影響が現れるか，また影響が現れた場合どの程度のも

のかを明らかにしている。

1990～1992年度では，地盤高（標高）情報により，海

面上昇が起こった場合の浸水範囲を推定し，土地利用ご

との浸水面積に，土地利用毎の資産密度を掛け合わせて，

海面上昇の潜在的な経済的影響を予測する手法を開発し

た。1993～1995年度では，海面上昇によって変化が予想

される土地条件項目（地下水位，地盤液状化の危険性）

を推定し，ある地域において将来の土地利用の適性がど

のように変化するか，その適性の変化をもとに土地利用

パターンのシミュレーションを行った。

1997～1999年度では，影響評価の統合化の検討にあた

り，アジア・太平洋地域における海面上昇に対する脆弱

性評価のための支援データベースを構築して，概略の脆

弱性評価を試みた。2000～2002年度では，GISを用いた

海面上昇による沿岸域の脆弱性マップを作成するため，

これまでに得られた地理情報（水没地域・高潮氾濫地域

の分布）と，社会経済系の要素として人口のほか，道路

などのユーティリティ施設データを収集・統合し，地球

規模の地理情報データベースとして構築している。これ

らのデータに基づき海面上昇により社会経済系及び自然

環境にどのような影響を及ぼすか把握したところ，シン

ガポール，ブルネイ，サモア，バングラデシュ，パプア・

ニューギニア，ベトナム，インドネシア・スマトラ島な

どで海面上昇に対する脆弱な地域が広範囲に存在するこ

とが明らかになってきている。

３．３．４ 地盤沈下・地下水に関する調査

（１）地盤沈下調査

戦後，国土総合開発の急速な進展に伴い，地下資源，

水資源の開発と並行して大都市，工業地帯などにおける

地盤沈下現象が大きな社会問題となった。

国土地理院では，地盤沈下対策の基礎資料とするため，

1974～1987 年度までに全国の地盤沈下地域のうち 13 地

域について，地盤高図及び調査報告書にまとめてきた。

しかし，全国的に地盤沈下が大きな社会問題となった当

時と比べ，近年地盤沈下は沈静化の傾向にある。このた

め，1987年度には地盤沈下の推移を全国的に把握するこ

とを目的とした地盤沈下図集を作成した。

1989年からは，全国の地盤沈下地域を対象に，これま

での簡易水準測量による地盤高測定にかわり，国土基本

図及び公共測量によって作成された大縮尺地図を基に地

盤高線を編集し，最新の地盤高図を整備することとした。

1989～1994年度までに８地区の地盤高図を作成した。

（２）地下水位観測

国土地理院では，地盤沈下水準測量関連調査の一環とし

て，地下水位・雨量などの観測を行っている。地下水位観

測井などは国土地理院構内に設置されており，観測は 1981

年度に開始された。観測結果の一部は地下水位観測網の一

つとして，毎年，地下水位年表に採録されている。

1994年度より，観測井小屋を新設し，機器の更新を行い，

データ取得方法を従来行われていたロール紙に記録する方

法から，電気信号でデータロガーを通じて，コンピュータ

に直接データを送るようにした。

観測項目は，以下に示す。

１）190ｍ観測井地下水位

２）50ｍ観測井地下水位

３）20ｍ，５ｍ観測井地下水位
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４）雨量

５）気圧

６）沈下計

３．３．５ 国土環境モニタリング

国土地理院では，1993（平成 5）年度に地球観測デー

タ解析システム（Earth Observation Data Analysis 

System：EODAS，以下「EODAS」という。）を導入し，米国

海洋大気庁の運用するNOAA衛星のAVHRR（Advanced Very 

High Resolution Radiometer）センサーデータを毎日受

信し，国土の環境の現状と変化の把握を目的として，日

本とその周辺の正規化植生指標データ等を整備し，広く

一般に提供する国土環境モニタリング事業を行っている。

（１）EODASシステム概要

システムは，大別して①AVHRR データ受信・保存システム，

②データ解析システム及び③データ出力システムの大きく

３つのユニットから構成されている。

写真－31 地球観測データ解析室

受信・データ保存系システムは長期安定運用が求めら

れることからUNIXベースのマシンで構成されている。受

信は，国土地理院本館屋上に設置されたパラボラアンテ

ナを通じ，衛星の飛来に合わせて24時間自動的に処理を

行っている。

一方のデータ解析系システムは，パーソナルコンピュ

ータで利用可能なリモートセンシングソフトウェアで構

築され，対話処理による高次プロダクトの作成を行って

いる。

また，データ出力システムは，クイックルック画像を

AVHRR データ受信完了後に自動作成するとともに，地図

と測量の科学館の大型ディスプレイを通じて一般の見学

者に提供している。

（２）受信対象の衛星とその特徴

現在受信を行っている衛星は，NOAA15 号及び 16 号で

ある。NOAA衛星の搭載するAVHRRセンサーは5チャンネ

ルの光学センサー（表－13）で，空間分解能約1kmで観

測幅約2,200kmである。また，昼間帯に約2回飛来する

ことから，1 日の観測で国土のほぼ全域をカバーするこ

とが出来る。

表－13 NOAA/AVHRRの特徴

チャンネル 観測波長

（μｍ）

観測対象

１ 0.580－0.68 昼間の雲，氷，雪

２ 0.752－1.00 水域，陸域，海岸線，雪，

氷の識別

３ 3.550－3.93 海面，陸，雲等の温度分布

４ 10.300－11.3 〃

５ 11.500－12.5 〃

（３）高次プロダクトデータの作成

（ａ）正規化植生指標データ

植物の葉緑素（クロロフィル）は近赤外線を強く反射

し，赤色可視光線を吸収するという特性を持つことから，

式（１）で与えられる正規化指標を算出することで，あ

る時期，ある地点の植物の活性度を計るための指標とす

ることが出来る。この指標を正規化植生指標（Normalized 

Difference Vegetation Index）と呼んでいる。

NDVI=（（IR-R）/（IR+R）+1）×100 （１）

（ただし，IR:近赤外線，R:赤色可視光線）

AVHRR は，チャンネル 1 が赤色可視光線を，チャンネ

ル2が近赤外線を観測していることから，NDVIデータの

算出に用いることが出来，本システムでは，次の手順で

NDVIデータ作成を行っている。

１）GCP付与及び精密幾何補正（シーン毎）

２）NDVIデータ算出（シーン毎）

３）1日毎の重ね合わせ（最大値採用）

４）10日分の重ね合わせ（最大値採用）

５）1ヵ月分の重ね合わせ（最大値採用）

1ヵ月分のNDVIの最大値を重ね合わせることで雲の影

響を除去したデータとし，算出元データであるチャンネ

ル1及びチャンネル2の重ね合わせデータとともに，NDVI

データセットとして整備している（図－30）。

図－30 正規化植生指標データの例（2002年 11月）
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（ｂ）土地被覆分類

本システムで整備するNDVIデータは，1ヵ月毎の植生

の活性度を計る指標であり，1年間のNDVIデータの変化

のパターンを分類することで土地被覆分類が可能である

ことから，分類手法の開発を行っている（図－31）。

図－31 土地被服分類データ（教師付き分類による例）

（ｃ）大規模災害の把握

1995 年と 1998 年に中国の長江（揚子江）流域及び北

東部の松花江流域において，大規模な洪水が発生した。

このときの災害の状況をNOAA衛星が広域・多頻度観測で

あることを生かして，災害のモニタリングを行った（図

－32，33）。

水位が上昇する前の5月時点と比較して，上昇した８

月時点では水面の占める範囲が著しく広がっていること

が分かる。

（４）高次プロダクトの提供

解析処理を行い作成された NDVI データは，1997 年４

月分から国土地理院のWebサイトを通じて広く一般に提

供している（図－34）。

（http://www1.gsi.go.jp/ch3www/EODAS/EODAS_j.html）

３．４ 地球地図

（１）地球環境問題と地理情報

地球環境問題が人類の生存を脅かす重要な問題として

認識され始めたのは，1980年代後半のことである。その

背景としては，先進国における資源やエネルギーの大量

消費と環境汚染，開発途上国における貧困や人口の急増

等による過度な自然資源の酷使が，自然のもつ浄化，復

元能力をはるかに超えて進行した結果，地球温暖化やオ

ゾン層の破壊など，地球規模の環境の悪化が実際に具体

的な形で現れはじめたこと，また，経済社会活動の相互

図－32 洪水前の長江周辺（1998年 8月）

図－33 洪水発生中の長江周辺（1998年 8月）

図－34 Webサイトでの情報提供

依存関係が進み，環境問題が一国のみでは対処できなく

なってきたことがあげられる。

1992 年，ブラジルのリオデジャネイロに世界の元首，

首脳が会し，「国連環境開発会議」（地球サミット）が開

催され，その成果として，21世紀に向けて持続可能な開

発を実現するための「環境と開発に関するリオ宣言」及

びその行動計画である「アジェンダ 21」が採択された。

これが大きな契機となって，地球環境問題に取り組むこ

とが，人類にとって最も重要な課題の一つであるという

認識が，世界に共有された。

アジェンダ 21 の採択を受けて，1992 年，建設省（当

時）が，地球環境問題に対処するために必要な基本的な
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地理情報，すなわち「地球地図」を，国際協力のもとに

整備しようという「地球地図構想」を提唱した。その後，

国連を始め，多くの国や地域，国際機関などの賛同を得

て，着実にデータの整備が進められている。

（２）地球地図整備のための国際協調体制

1994 年 11 月，地球地図構想への理解を深め，その実

現に不可欠な国際協力体制の形成を目的として，島根県

出雲市において，「地球地図国際ワークショップ」が開催

された。このワークショップには，日本を含む14ヵ国と

１国際機関から専門家が参加し，公開の講演会と円卓形

式の自由討議を通じて熱心に議論が行われた結果，「出雲

会議決議」が採択された。その主な内容は次のようなも

のである。

・西暦2000年を目途に地球地図の整備を進める。

・整備された地球地図は，人類共有の財産として広く公

開されるべきである。

・整備された地球地図は，適切に更新されるべきである。

・地球地図の整備を促進するため，技術的・経済的支援

が進められるべきである。

・地球地図整備の準備活動と調整のため，運営委員会の

設置を勧告する。

1996年 2月には，「地球地図国際運営委員会」（ISCGM）

が設置され，同時に第１回委員会会議が開催された。委

員会には，13 ヵ国 14 名の国家地図作成機関の長クラス

の委員と，国際機関等から5名のアドバイザーが参加し

（現在は委員 17 ヵ国 20 名，アドバイザー8 名），また，

事務局は，国土地理院が務めることとなった。これ以降，

地球地図国際運営委員会は，毎年1～2回，世界のさまざ

まな場所で開催されてきている。

このような活動を通じて，地球地図構想は，次第に国

際的な賛同を得ることとなったが，さらに，1997年 6月

の「国際連合環境特別総会」で採択された「アジェンダ

21の一層の実施のための計画」に，地球地図の必要性が

盛り込まれた。これにより，地球地図は，国際連合の場

で公式に認知された。

また，1998 年 11 月には，地球地図国際運営委員会委

員長より，地球地図整備への参加を促す文書が，国際連

合統計部長の推薦状を添えて，国連の外交ルートを通じ

てすべての国連加盟国の国家地図作成機関に送られた。

これに応えて，各国から，公式な地球地図整備への参加

の申し込みが地球地図国際運営委員会事務局に送られて

きている。これまでに，127 の国や地域が参加を公式に

表明し，さらに17の国や地域が，参加についての検討を

行っている（図－35）。

地球地図整備への参加に際しては，各国の経済状況や

技術的状況を考慮して，3 つの参加の形態が用意されて

いる。レベルＡ国は，当該国の地球地図データを整備す

るほか，他国のデータについても作成する，レベルＢ国

は，当該国の地球地図データのみを作成する，レベルＣ

国は，自ら地球地図データの作成は行わないが，当該国

のデータ作成に必要な地図やデータを提供し，レベルＡ

国等にデータの作成を依頼する，というものである。

もちろん，日本も，レベルＡとして参加している。1998

年度の予算から，国土地理院に，アジア地域の開発途上

国の地球地図整備のための経費が認められ，これまでに，

フィリピン，タイ，ベトナム，カザフスタン，モンゴル，

キルギス，バングラデシュ，ラオス，ネパール，ミャン

マー，スーダン等の地球地図を，各国の地図作成機関と

協力して整備している。

このように，地球地図整備に不可欠な国際的協調体制

は，ゆるぎないものとなりつつある。

（３）構想からデータ整備へ

地球地図は，世界各国の地図作成機関が，それぞれの

国土について作成した地球地図データを持ちよることに

より，世界の全陸域をカバーする地理情報を構築しよう

とするものである。したがって，これが一貫した均質な

データとなるためには，各国から提出されるデータが，

統一された仕様に基づいて作成されたものであることが

不可欠の要件である。この，地球地図の統一仕様，すな

わち地球地図仕様を定めることは，地球地図国際運営委

員会の大きな役割のひとつである。

最初の地球地図仕様案は，1997 年 11 月に開催された

第３回地球地図国際運営委員会に，事務局から提案され

た。事務局の仕様案をたたき台にして精力的な検討が重

ねられた結果，1998 年 11 月の第５回地球地図国際運営

委員会に地球地図仕様の最終案が提示され，「地球地図仕

様バージョン 1.0」として確定した。その後，2000 年 3

月の第７回地球地図国際運営委員会で若干の修正が加え

られ，「地球地図仕様バージョン1.1」となった。

このように，地球地図の統一仕様が確定したことから，

各国における地球地図データの作成がいっせいに開始さ

れた。国土地理院でも，地球地図日本の作成を行い，2000

年 6月に完成した。

アジア諸国の地球地図作成にあたっては，相手国の地

図作成機関に，地球地図データを作成するための既存の

地理情報を提供してもらい，日本でこれを変換したり，

数値化したりして地球地図仕様に基づくデータとし，相

手国にこれを確認してもらう，という方法を採っている。

アジア諸国の場合には，既存のデジタル情報がある場合

は少なく，多くは紙地図を利用して数値化する。したが

って，やむを得ず発行年の古い地図を利用することもあ

り，現状と著しい不整合が認められることがある。この

ような場合には，衛星画像をはじめとする資料を収集し，

これらを用いて現状と整合を図っている。

図－36 はこのようにして日本が作成した地球地図の

一部である。
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1998年 12月 現在

(a)国連が参加を呼びかける前の参加状況

2002年 11月 現在

図－35 地球地図プロジェクトの参加状況

こうして，地球地図データの整備は着実に進み，いく

つかの国についてはデータが完成して公開できる状況に

なった。そこで，これまでに作成された地球地図と，

GTOPO30やGLCCなどの既存の地球規模の地理情報を地球

地図仕様に基づき変換したデータを，「地球地図第１版」

としてインターネットと CD-R により公開を開始するこ

ととした。

(b)現在の参加状況
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図－36 『地球地図』出力図（サンプル）

（４）地球地図データの提供

できあがった地球地図データを，どのように提供する

かについても，地球地図国際運営委員会で議論が行われ

てきた。

委員会の規約には，「地球地図とは，既知で実証済みの

品質と一貫した仕様を持つ地球規模の地理データセット

の集合体であり，一般に公開されるものである。地球地

図は，人類共通の資産と見なされ，実費で世界に配布さ

れる。」と定められている。すなわち，地球地図は，世界

の誰もがアクセスできるような形で公開される必要があ

る。

しかし，地球地図は，参加する各国の国家地図作成機

関がそれぞれの責任で作成するものであり，提供する際

のデータの著作権などの考え方は，それぞれの国によっ

て異なっている。

そこで，地球地図国際運営委員会では，次のような条

件で地球地図の提供を開始することを提案した。

・地球地図は地球地図国際運営委員会が提供する。委員

会事務局が実務を務める。

・地球地図データの提供は，当面，非営利目的の利用者

に限り提供する。

・データの管理のための情報として，データの利用者は，

あらかじめ氏名，組織，連絡先，メールアドレス等の

情報を登録する。

・営利目的の利用者への提供は重要であるが，著作権等

の考え方が国によって大きく異なるので，提供のルー

ルについて委員会でさらに検討し，できるだけ早く提

供を開始する。

・インターネットを通じた提供とCD－Rによる提供を行

う。

・インターネットを通じた提供は無償とする。

・CD－R による提供は実費を徴収する。価格は委員会で

検討する。

各国の国家地図作成機関が，自国の領土について作成
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し，さらに上記の条件による提供に合意した地球地図デ

ータを，「地球地図バージョン 1.0」と呼ぶこととする。

これまでに地球地図バージョン1.0が完成している国は，

日本，タイ，ラオス，スリランカ，ネパール，オースト

ラリア，バングラデシュ，コロンビア，フィリピン，モ

ンゴル，パナマ，ケニアの12ヵ国である。

一方，世界の多くの国のデータが地球地図バージョン

1.0 として揃うまでは，現実には，まだかなりの時間を

要すると考えられるが，地球地図の利用を促進し，持続

可能な開発のための方策を検討するには，当面これに代

わるデータが必要である。このことから，既存の地球規

模地理情報（ベクターマップ0，GTOPO30，GLCC）を地球

地図仕様に変換したデータを「地球地図バージョン０」

として，バージョン1.0と並行して提供することとした。

これまでに説明したように，既存の地球規模地理情報は，

データの信頼性や精度などに問題があり，また，各国に

よって認証されていないデータであることから，地球地

図データとしては不十分ということで，バージョン０と

したものである。

インターネットを通じた地球地図データの提供は，新

たに設置された地球地図国際運営委員会のホームページ

から行う。このため，委員会事務局では，委員会専用の

ホームページ http://www.iscgm.org/を新たに開設した。

このホームページは，「地球地図フォーラム2000広島」

で，地球地図第１版の公開開始が宣言された 2000 年 11

月 28日から利用可能となっている。

CD-R による地球地図データの提供を希望する場合は，

必要な地域やデータ項目等を委員会事務局にメール等で

連絡後，必要なデータを格納するに十分な容量を持った

空のメディア（CD-R）と，返信用切手（外国の場合は国

際返信切手券）を貼った返送宛先を明記した封筒を同封

して，委員会事務局に送ってもらうことになる。

（５）ヨハネスブルグサミットに向けた取り組み

国連は1972年ストックホルムで開催された「国連人間

環境会議」以降10年ごとに環境に関するサミットを開催

している。今年（2002 年）は 1992 年，リオデジャネイ

ロで開催された「地球サミット」から10年を経て「アジ

ェンダ21」の実施を再検討し，持続可能な開発に向けた

具体的な計画を策定するため「持続可能な開発に関する

世界首脳会議（以下「サミット」という。）」が８月 26

日～９月４日，南アフリカのヨハネスブルグで行われた。

地球地図国際運営委員会事務局は，持続可能な開発に

は全地球上で統一規格による地理情報が重要であること

を普及啓発する絶好の機会であるとの認識からサミット

の準備段階から積極的に参加し，次のような活動を展開

してきた。

１）ウブントゥ村の日本パビリオンにおける展示

日本パビリオンに地球地図のブースを設け地球地

図プロジェクトの活動を紹介する大型のポスター展

示とオートデモでのプレゼンテーションを行い，広

報資料としてサミットに向けて作成した2種類の地

球地図パンフレット約5,000枚を配布するとともに，

「地球地図パートナーシップ」シンポジウムへの参

加を呼びかけるチラシ約2,000枚も配布した。

２）地球地図パートナーシップ・シンポジウム

「地球地図パートナーシップ」と題するシンポジ

ウムを，9 月 3 日に日本パビリオンのセミナー室に

おいて開催した。はじめに，佐藤静雄国土交通副大

臣が基調演説を行い，地球環境問題の重要性と，地

球地図の必要性と有用性を強調，地球地図への参加

をさらに促進することを呼びかけた。その後，7 名

のパネリストが地球地図関係の課題について発表を

行った。

３）その他の活動

業際間の問題を扱うサミットの本会議において，

朝海大使は地球観測と地球地図の重要性について述

べ，地球地図の促進を盛り込む小泉イニシアティブ

を紹介した。また，秋山ISCGM事務局長は，日本の

タイプ２パートナーシップ・イニシアティブを紹介

する会合において地球地図の発表を行った。

（６）ヨハネスブルグサミットでの成果

１）「ヨハネスブルグサミット実施計画」へ「global 

map」が盛り込まれる

これらの活動により，「地球地図」の重要性が広

く世界に認識され，「ヨハネスブルグサミット実施

計画（以下「実施計画」という。）」に以下のよう

に，地球地図のイニシアティブと連携を促進すべ

きことが記述された。（当該パラグラフとこれに続

く測量・地図作成に関わる国際協力に関するパラ

グラフを引用）

132. Promote the development and wider use of earth 
observation technologies, including satellite 

remote sensing, global mapping and geographic 

information systems, to collect quality data on 

environmental impacts, land use and land-use 

changes, including through urgent actions at 

all levels to:

（a） Strengthen cooperation and coordination among 

global observing systems and research 

programmes for integrated global observations, 

taking into account the need for building 

capacity and sharing of data from ground-based 

observations, satellite remote sensing and 

other sources among all countries;

（b）Develop information systems that make the 

sharing of valuable data possible, including 

the active exchange of Earth observation data;

（c）Encourage initiatives and partnerships for 
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global mapping．

133.Support countries, particularly developing 

countries, in their national efforts to:

（a）Collect data that are accurate, long-term, 

consistent and reliable;

（b）Use satellite and remote-sensing technologies 

for data collection and further improvement of 

ground-based observations;

（c）Access, explore and use geographic information 

by utilizing the technologies of satellite remote 

sensing, satellite global positioning, mapping 

and geographic information systems．

（仮訳）

１３２．あらゆるレベルにおける以下の緊急の行動を含

め，環境へのインパクト，土地利用及び土地利用

の変化に関する高精度なデータを収集するため，

衛星リモートセンシング，地球地図，地理情報シ

ステムを含む地球観測技術の開発と幅広い利用を

推進する。

（ａ）能力開発の必要性と地上観測，衛星リモートセン

シング，その他の情報源からのデータをすべての

国々の間で共有することの必要性に鑑み，グローバ

ルな観測システムと研究プログラムの間における統

合地球観測のための協力と協調を強化すること。

（ｂ） 地球観測データの活発な交換を含む，貴重なデ

ータの共有を可能とする情報システムを開発するこ

と。

（ｃ） 地球地図のためのイニシアティブとパートナー

シップを促進すること。

１３３．各国，特に開発途上国の次のような努力を支援

する。

（ａ） 正確な，長期的で，一貫し，かつ信頼性の高い

データを収集すること。

（ｂ） データ収集及び地上観測の一層の改善のため，

衛星とリモートセンシング技術を利用すること。

（ｃ） 衛星リモートセンシング，衛星測位，地図作成

及び地理情報システムの技術を利用することにより，

地理情報にアクセスし，それを検索し，利用するこ

と。

この「実施計画」の中で，地理情報についての直接

的記述があるのはこの2つのパラグラフだけである。

10年前の「アジェンダ21」で随所にデータ及び情報に

関する記述があることに比べて少ないように感じられ

るかもしれないが，文書の構成の違いや約500頁あっ

た「アジェンダ 21」に比べて，「実施計画」が全文約

70 頁の文書であることを考慮すると内容的に少なく

なったわけではない。むしろ，これら２つのパラグラ

フからお分かりのように，この10年間の発展を反映し

て地理情報の収集と利用に関する記述は拡充強化され

ていると言える。

サミットという世界政治における最大規模の会議の

採択文書に地球地図の推進が明記されたことの意義

は極めて大きいものがあると考えている。

なお，「実施計画」では地球地図は，global mapping

と小文字で記載されているが，もともと「実施計画」

は特定のプロジェクトを支持・保証する性格のもので

はないことから，global mappingも ISCGMが行ってい

る地球地図プロジェクトに限定されるものではなく，

より広く解釈されてよいのである。

この点から，これら２つの段落を見てみると，これ

らは単に地球地図プロジェクトに関係するだけでは

なく，測量，地図作成，地理情報整備に携わるすべて

の人々を支援するとともに，これら関係者の持続可能

な開発への貢献を求めている内容を持つといってよ

いと思う。この意味でも，ヨハネスブルグサミットの

成果が，測量，地図関係者に広く知られることが望ま

れる。

２）タイプ２パートナーシップイニシアティブとして

の登録

地球地図は，ISCGM の名前で，タイプ２パートナー

シップイニシアティブに登録した。この中で，ISCGM

は国家地図作成機関をはじめ，関連学協会や関係国際

組織等のパートナーとの連携のもと，2007 年までに，

全地球陸域の地球地図を整備することを表明している。

この文書は，国連のホームページに掲載されており，

またその要旨は国連がまとめたタイプ２の概要集にも

掲載されている。

「実施計画」にはglobal mappingと普通名詞で書か

れているが，タイプ２の登録文書ではその主体が明記

されており，タイプ１とタイプ２の２つの文書で相俟

って，サミットで地球地図が認知されているとも言え

る。

（７）地球地図の今後

1992年，建設省（当時）及び国土地理院が提唱した地

球地図が，10年を経て「ヨハネスブルグサミット実施計

画」に盛り込まれたことは，国家地図作成機関の緊密な

協力による着実な国際プロジェクトとして認知され，具

体的なデータが期待できる地球規模の基礎データ整備プ

ロジェクトとして国際的に確固たる信頼を得たことを意

味する。地球地図は国際連合や全地球空間データ基盤

（GSDI）会議などにおいても，地球地図を基盤データと

して用いることが決議され，また，地球地図国際運営委

員会は，国際標準化機構地理情報専門委員会（ISO/TC211）

や地球観測衛星委員会（CEOS）などの多くの国際組織と

の相互協力関係を結んでいる。

また，2001年に開始した第二期では，未参加国の参加
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を一層促すとともに，データの定期的な更新と高度化を

めざすこと，データの利用の促進を図ることが大きな課

題である。

その際に，地球地図に多くの国家地図作成機関が参加

し，参加国の緊密なネットワークが形成されていること

は，データの更新や高度化の際に大きなメリットとなる

と考えられる。このようなネットワークを生かして，土

地利用/土地被覆データのグランドトゥルースデータを

収集し，公開することで，地球地図データ中で最も変化

しやすく，また把握の困難なこれらのデータについて，

時系列的な，高精度のデータとすることが可能である。

このため，現在，このための手法を具体化するための検

討が行われている。

私たちは，これらの実績をふまえサミットで約束した

2007 年までに全地球陸域のデータ整備を完了させるよ

う，各国の国家地図作成機関等との連携を緊密にすると

ともに地球地図の整備を推進していく所存である。
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